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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 54,337 △5.5 9,673 △21.0 9,831 △19.6 5,754 △25.5

2025年３月期 57,492 － 12,242 － 12,231 1.1 7,727 △8.7
(注) 包括利益 2026年３月期 5,811百万円(△24.9％) 2025年３月期 7,739百万円( △9.0％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 395.60 － 12.1 16.9 17.8

2025年３月期 526.84 － 18.0 21.0 21.3
(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 －百万円 2025年３月期 －百万円
(注) 不動産賃貸に係る損益について、営業外損益に表示する方法から売上高及び売上原価に表示する方法に変更したた

め、2025年３月期に係る各数値については、当該表示方法の変更を遡って適用した後の数値となっております。こ
れにより、2025年３月期売上高及び営業利益の対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 59,279 49,668 83.8 3,411.34

2025年３月期 57,266 45,287 79.1 3,127.07
(参考) 自己資本 2026年３月期 49,668百万円 2025年３月期 45,287百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 5,946 △2,709 △1,605 18,591

2025年３月期 7,695 △7,874 △3,295 16,960

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 40.00 － 80.00 120.00 1,775 22.8 4.1

2026年３月期 － 30.00 － 70.00 100.00 1,481 25.3 3.1

2027年３月期(予想) － 40.00 － 60.00 100.00 47.8

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 48,000 △11.7 4,500 △53.5 4,600 △53.2 3,100 △46.1 212.91
(注) 当社グループは、年次での業績管理を行っておりますので、第２四半期（累計）業績予想の記載を省略しておりま

す。詳細は、添付資料５ページ「1.経営成績等の概況(4)今後の見通し」をご覧ください。



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 社（社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 14,818,175株 2025年３月期 14,797,232株

② 期末自己株式数 2026年３月期 258,353株 2025年３月期 314,879株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 14,546,409株 2025年３月期 14,667,567株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託財産として「株式会社日本カ
ストディ銀行（信託口）」が保有する当社株式が含まれております。

(参考) 個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 47,230 △14.0 8,777 △28.5 8,955 △27.2 6,004 △21.3

2025年３月期 54,903 － 12,284 － 12,308 △4.4 7,634 △11.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 412.80 －

2025年３月期 520.49 －

(注) 不動産賃貸に係る損益について、営業外損益に表示する方法から売上高及び売上原価に表示する方法に変更したた
め、2025年３月期に係る各数値については、当該表示方法の変更を遡って適用した後の数値となっております。こ
れにより、2025年３月期売上高及び営業利益の対前期増減率は記載しておりません。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 56,567 48,881 86.4 3,357.25

2025年３月期 55,601 44,310 79.7 3,059.63

(参考) 自己資本 2026年３月期 48,881百万円 2025年３月期 44,310百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあ
たっての注意事項等については、５ページ「1.経営成績等の概況(4)今後の見通し」をご覧ください。



ダイコク電機株式会社(6430) 2026年３月期 決算短信

1

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………２

（２）当期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………４

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 ………………………………………………………………………４

（４）今後の見通し ………………………………………………………………………………………………５

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………６

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 ……………………………………………………………………６

３．連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………………７

（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………７

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………９

連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………………９

連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………………10

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………11

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………13

（５）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………15

(継続企業の前提に関する注記) ………………………………………………………………………………15

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) ………………………………………………………15

(表示方法の変更) ………………………………………………………………………………………………17

(追加情報) ………………………………………………………………………………………………………18

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) ………………………………………………………18

(セグメント情報等) ……………………………………………………………………………………………19

(１株当たり情報) ………………………………………………………………………………………………22

(重要な後発事象) ………………………………………………………………………………………………22



ダイコク電機株式会社(6430) 2026年３月期 決算短信

2

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

① 当期の経営成績

当連結会計年度（2025年４月１日～2026年３月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策

の効果により、緩やかな回復基調が続きました。一方で、中東情勢の影響などにより、景気の先行きには不透明感

が残る状況です。先行きについては、各種政策の効果が回復を支えることが期待されるものの、中東情勢や金融資

本市場の変動、米国の通商政策の動向などに注意する必要があります。

当社グループが携わるパチンコ業界におきましては、警察庁の集計（2026年４月発表）によると、2025年12月末

時点のパチンコホールの営業店舗数は6,464店（前年比96.4％）、遊技機設置台数は323万4,357台（前年比97.2%）

となりました。遊技機設置台数の内訳は、パチンコ機187万2,041台（前年比95.0%）と減少が続いた一方、パチスロ

機136万2,177台（前年比100.5％）と2年連続で増加となりました。また、１店舗当たりの設置台数は500.3台と前年

比＋4.4台増加し、パチンコホールの大型化が進んでおります。市場ではスマート遊技機の登場から３年余りが経過

しました。当連結会計年度末時点におけるスマート遊技機の導入状況は、遊技機全体に占めるスマート機の設置割

合が42.7％（第３四半期末比＋1.7ポイント、前年同期比＋12.7ポイント）となりました。種別設置状況につきまし

ては、パチスロ機全体に占めるスマートパチスロ機の設置割合が61.1％（第３四半期末比＋1.9ポイント、前年同期

比＋9.0ポイント）、パチンコ機全体に占めるスマートパチンコ機の設置割合が28.5％（第３四半期末比＋1.5ポイ

ント、前年同期比＋14.4ポイント）となりました（当社「ＤＫ-ＳＩＳ」データより）。

次に遊技機の稼動状況ですが、2026年１月～３月の期間平均で、前年同期比99.5％、前年度（2024年４月１日か

ら2025年３月31日）比99.8％となりました。種別稼動状況につきましては、パチスロ機は前年同期比100.9％、前年

度比101.6％と好調に推移しました。パチンコ機は前年同期比98.4％、前年度比98.3％となりました（同データよ

り）。

また、スマート遊技機の稼動状況を見ると、2026年１月～３月のスマート機の稼動は非スマート機（従来機）と

比較して113.1％となりました。種別稼動状況につきましては、スマートパチスロ機が非スマートＡＴ系機種と比較

して131.8％、スマートパチンコ機が非スマートパチンコ機（従来機）と比較して108.4％となっており、パチスロ、

パチンコともにスマート機の方が非スマート機より高い稼動実績を示しております（同データより）。

スマート遊技機は今後もファンからの支持を得ながら設置割合を拡大していくものと見込まれ、これに伴い、パ

チンコホールにおけるスマート遊技機の導入・運用に対応するための設備投資需要も堅調に推移すると想定されま

す。

このような市場環境のもと、情報システム事業におきましては、スマート遊技機への移行に伴う設備投資需要に

対応するため、カードユニット「ＶＥＧＡＳＩＡ」（ベガシア）の拡販活動を進めてまいりました。

また、当第１四半期中に開催した展示会において発表した新製品、①業界最大級の21.5インチ縦型液晶を搭載し

た台毎液晶端末『ＢｉＧＭＯ ＸＣＥＬ』（ビグモエクセル）、②精算機とＰＯＳが一体となったコンパクト設計の

セルフ端末『ＴＪ－０１』（ティージェーゼロイチ）の拡販活動や、③ＡＩを活用したマーケティング支援サービ

ス『サイトセブンＦＡＮ＋』（ファンタス）の導入拡大に努めてまいりました。

さらに、スマート遊技機による市場変化への対応に関連したＭＩＲＡＩＧＡＴＥサービスのさらなる拡大に向け、

クラウドチェーン店管理システム「ＣｌａｒｉｓＬｉｎｋ」（クラリスリンク）、周辺エリアの集客状況を提供す

る商圏分析サービス「Ｍａｒｋｅｔ－ＳＩＳ」（マーケット－エスアイエス）、煩雑な機種入替時の作業を短時間

で完了し業務効率化に貢献する「楽らく入替運用オプション」の普及を促進いたしました。

アミューズメント事業におきましては、2025年５月に当社グループ会社のＤＡＸＥＬ株式会社が市場導入したス

マートパチスロ「ようこそ実力至上主義の教室へ」を起点として、今後販売を予定している次機種の開発を進めて

おります。また、元気株式会社においては、自社ゲームタイトル「首都高バトル」のPlayStation 5版を2月26日よ

り販売を開始いたしました。

その他におきましては、株式会社うかいが運営する「箱根ガラスの森美術館」事業を承継し、2025年10月１日よ

り運営を開始いたしました。同美術館においては、「つむぐ、つなぐ、つたえる ヴェネチアン・グラスのDNA」と

題した企画展を開催し、ヴェネチアン・グラスの伝統技法に焦点を当てるとともに、その魅力を継承する現代作家

の作品を紹介いたしました。
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この結果、当連結会計年度の業績は、売上高543億37百万円（前年同期比5.5％減）、営業利益96億73百万円（同

21.0％減）、経常利益98億31百万円（同19.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益57億54百万円（同25.5％

減）となりました。

セグメント業績は次のとおりであります。

（情報システム事業）

当連結会計年度におきましては、パチンコホール経営企業においてスマート遊技機導入に伴う設備投資需要が継

続しております。

このような市場環境のもと、『パチンコホール向け製品等』の売上は、カードユニットの改刷対応に伴う特需が

一巡したことから前年同期を下回りました。一方で、カードユニット「ＶＥＧＡＳＩＡ」の販売台数は前年同期を

上回り、さらに新製品『ＢｉＧＭＯ ＸＣＥＬ』、『ＴＪ－０１』及び情報公開製品の販売が好調に推移いたしまし

た。

『サービス』の売上は、主要なサービスが堅調に推移し、スマート遊技機登場による市場変化への対応に関連し

たＭＩＲＡＩＧＡＴＥサービスの加盟店舗数が増加したこともあり、前年同期を上回りました。

この結果、当事業の売上高は457億68百万円（前年同期比12.2％減）、セグメント利益112億３百万円（同22.2％

減）となりました。

（アミューズメント事業）

当連結会計年度におきましては、パチンコ遊技機向けの表示ユニット及び制御ユニットの販売は前年同期を下回

りましたが、第１四半期にＤＡＸＥＬ株式会社が開発したスマートパチスロ「ようこそ実力至上主義の教室へ」及

び元気株式会社が開発した自社ゲームタイトル「首都高バトル」 PlayStation 5版の販売が堅調に推移いたしました

ことから、当事業の売上は前年同期を上回りました。

この結果、当事業の売上高は64億19百万円（前年同期比44.2％増）、セグメント利益11億18百万円（同213.9％

増）となりました。

（その他）

その他につきましては、売上高は22億８百万円（前年同期比128.5％増）、セグメント利益13百万円（前年同期

はセグメント損失１億48百万円）となりました。

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率

売上高 57,492 54,337 △3,155 △5.5％

情報システム事業 52,126 45,768 △6,357 △12.2％

アミューズメント事業 4,451 6,419 1,967 44.2％

その他 966 2,208 1,241 128.5％

営業利益 12,242 9,673 △2,569 △21.0％

経常利益 12,231 9,831 △2,399 △19.6％

親会社株主に帰属する当期純利益 7,727 5,754 △1,972 △25.5％

（注）セグメント業績には、セグメント間取引が含まれております。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、業績が好調に推移したことを主な要因として、棚卸資産が減少しておりますが、

営業債権を含む当座資産が増加しております。前期は当期を上回る高い売上高でしたが、現金決済取引の比率が高

かったこともあり、期末時点での営業債権残高は抑制されておりました。

この結果、前連結会計年度に比べ20億13百万円増加の592億79百万円となりました。

当連結会計年度末の負債は、前期と比較すると課税所得が減少したことにより未払法人税等が減少しておりま

す。また、製品販売後に発生する品質保証費用の支出に充てるための品質保証引当金を取崩しなどがありました。

この結果、前連結会計年度末に比べ23億67百万円減少の96億10百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産は、配当金の支払いなどはありましたが、親会社株主に帰属する当期純利益の計上に

より、前連結会計年度末に比べ43億81百万円増加の496億68百万円となりました。自己資本比率は83.8％（前連結会

計年度末比4.7ポイント上昇）となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ16億31

百万円増加の185億91百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、59億46百万円（前年同期は76億95百万円の収入）となりました。その主な要因

は、支出として売上債権の増加11億10百万円がありましたが、収入として税金等調整前当期純利益90億３百万円、

減価償却費16億76百万円、棚卸資産の減少12億61百万円、関係会社株式評価損７億66百万円などがあったことによ

ります。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、27億９百万円（前年同期は78億74百万円の支出）となりました。その主な要因

は、「箱根ガラスの森美術館」における事業承継、顧客向けサービスのクラウド移行等による無形固定資産取得に

よる支出、有価証券の購入などがありましたが、収入として拠出金の返還に伴うその他投資の減少８億57百万円が

あったことによります。

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、16億５百万円（前年同期は32億95百万円の支出）となりました。その主な内訳

は、配当金の支払となります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

第51期
2024年３月期

第52期
2025年３月期

第53期
2026年３月期

自己資本比率（％） 68.7 79.1 83.8

時価ベースの自己資本比率（％） 95.4 66.3 59.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比（％） 0.0 0.02 0.02

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1,298.2 14,096.7 679,592.6

(注) 自己資本比率 ：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い
※株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。
※キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま
す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として
おります。
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（４）今後の見通し

次期連結会計年度におけるパチンコ業界におきましては、導入から３年余りが経過したスマート遊技機はファン

からの支持を得ながら順調に設置台数を伸ばしており、今後も普及が進むとともに、大手企業を中心にパチンコホ

ール経営企業の設備投資が堅調に推移することが見込まれます。

一方で、足元の事業環境を見ますと、世界的な生成ＡＩ需要の急速な拡大に起因する半導体供給の逼迫や、不安

定な地政学的情勢に伴う原油価格の高騰など、不透明な状況が続いております。当社グループにおきましては、サ

プライヤーとの強固な連携による代替部材の早期確保や、生産工程の合理化を推進することで、これらコスト増の

影響を最小限にとどめるとともに、製品の安定供給体制の維持に努めます。

パチンコホール業界では、店舗減少と集約化の進行により、経営環境の変化が一段と進んでおります。こうした

環境下、当社は、パチンコホール経営企業が直面する「ＤＸ化による運営効率化」や「高度なデータ活用」といっ

た課題に対応するソリューション提供を推進してまいります。あわせて、単なるシステム販売にとどまらず、当社

の強みである導入後の運用フォローや活用コンサルティングまで一貫して提供することで他社との差別化を図り、

パチンコホール経営企業の持続的な経営支援とともに、市場シェアの拡大および事業基盤の強化に取り組んでまい

ります。

情報システム事業では、持続的成長に向けた取り組みを加速しております。次期連結会計年度は、主力サービス

『ＤＫ－ＳＩＳ』を刷新した『ＤＫ－ＳＩＳ ＩＮＦＩＮＩＴＹ』（エスアイエス インフィニティ）の提供を開始

し、クラウド化による利便性向上とデータ拡充を通じて、パチンコホール経営企業の意思決定を支援してまいりま

す。加えて、円谷フィールズホールディングス株式会社との協業による新サービス『ＦＡＮ＋ＡＤ（仮称）』（フ

ァンタス アド）を開始し、効率的な集客支援による新たな付加価値の創出に取り組んでまいります。

アミューズメント事業では、2025年５月に導入したスマートパチスロ「ようこそ実力至上主義の教室へ」を契機

として、次機種販売に向けた開発を進めております。今後は、自社パチスロ機による知名度および市場シェアの獲

得・拡大を図るとともに、開発機種の市場投入を進め、パチンコソフト受託による収益の安定化に取り組んでまい

ります。また、元気株式会社においては、「首都高バトル」の販売を継続するとともに、収益拡大に努めてまいり

ます。

その他におきましては、箱根ガラスの森美術館が開館30周年を迎えることを契機として、各種企画・イベントの

実施により集客の強化を図ってまいります。また、和クレープ専門店「たばねのし」を運営する株式会社SHUNRIが

新たにグループに加わったことに伴い、グループ内シナジーの創出を推進するとともに、店舗展開を積極的に進め

てまいります。

一方で、次期連結会計年度につきましては、情報システム事業において、前期に高水準で推移したスマート遊技

機関連の設備投資需要が落ち着くことを見込んでおります。また、新製品開発に係る費用増加等を織り込み、減収

減益となる見通しですが、中長期的な成長に向け、市場環境の変化に対応した製品・サービス展開を引き続き推進

してまいります。

以上の取組みにより、2027年３月期の通期業績の見通しは以下の通りとなります。

（単位：百万円）

当期実績
（2026年３月期）

次期（見通し）
（2027年３月期）

前期比増減率

売上高 54,337 48,000 △11.7％

営業利益 9,673 4,500 △53.5％

経常利益 9,831 4,600 △53.2％

親会社株主に帰属する当期純利益 5,754 3,100 △46.1％

なお、当社グループの事業は、パチンコホール経営企業の設備投資動向や、当社顧客である遊技機メーカーの販

売計画動向に大きく左右されます。当社グループでは、遊技機市場動向を把握した中での需要予測や、取引先企業

から最新情報の収集により、リスク回避に努めておりますが、期中を通じての期ずれを回避するため、事業計画を

年次で管理する必要があり、第２四半期連結累計期間の予想については開示しておりません。

※ 本資料に記載している業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき

作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、企業価値の増大をはかりながら、株主の皆さまに利益還元をはかることを経営の最重要課題と考え、事

業環境や収益の状況、配当性向等を総合的に勘案し、安定配当を行うことを基本方針とし、業績に応じた利益還元

を行っております。当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、いずれの

決定機関も取締役会であります。

当期（2026年３月期）の配当金につきましては、2025年11月14日公表のとおり期末配当につきましては１株当た

り70円とし、既に実施済みの中間配当（30円）と合わせて通期で１株当たり合計100円とさせていただきました。

次期（2027年３月期）の配当金につきましては、上記方針を踏まえて中間配当40円、期末配当60円とし、通期で

１株当たり合計100円を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの業務は、日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、当面は日本基準を採用する

こととしておりますが、今後の国内他社のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）採用動向を踏まえて、ＩＦＲＳ適用の検

討をすすめていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,960,449 16,591,921

受取手形 350,833 55,160

電子記録債権 3,220,853 4,344,470

売掛金 3,607,467 3,725,882

契約資産 203,755 372,937

有価証券 － 2,997,835

商品及び製品 10,670,773 9,411,243

仕掛品 33,541 19,467

原材料及び貯蔵品 570,549 485,533

その他 780,616 1,233,614

貸倒引当金 △275,881 △195,389

流動資産合計 36,122,959 39,042,677

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,996,997 11,041,484

減価償却累計額 △6,098,357 △6,371,078

建物及び構築物（純額） 4,898,640 4,670,406

機械装置及び運搬具 514,356 556,812

減価償却累計額 △459,908 △510,404

機械装置及び運搬具（純額） 54,448 46,408

工具、器具及び備品 6,101,704 6,003,859

減価償却累計額 △5,286,090 △5,335,214

工具、器具及び備品（純額） 815,614 668,645

土地 6,232,980 6,617,370

建設仮勘定 16,043 36,818

有形固定資産合計 12,017,727 12,039,648

無形固定資産

ソフトウエア 3,714,756 4,623,726

のれん 1,072,257 913,994

その他 70,332 69,531

無形固定資産合計 4,857,345 5,607,251

投資その他の資産

投資有価証券 296,151 284,503

関係会社株式 766,137 －

退職給付に係る資産 159,185 252,856

繰延税金資産 863,420 567,594

会員権 230,393 229,580

敷金及び保証金 489,436 504,758

その他 1,621,936 902,128

貸倒引当金 △158,418 △151,440

投資その他の資産合計 4,268,243 2,589,982

固定資産合計 21,143,317 20,236,882

資産合計 57,266,276 59,279,560
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,970,627 2,466,400

電子記録債務 2,025,046 1,096,249

未払金 1,642,273 1,747,266

未払費用 926,822 952,645

未払法人税等 2,104,801 1,086,050

契約負債 57,472 71,772

製品保証引当金 59,058 －

品質保証引当金 558,049 －

従業員株式給付引当金 152,956 156,051

役員賞与引当金 266,219 258,251

その他 1,211,113 589,591

流動負債合計 10,974,440 8,424,280

固定負債

役員退職慰労引当金 498,270 520,712

退職給付に係る負債 295,330 428,118

その他 210,801 237,754

固定負債合計 1,004,402 1,186,585

負債合計 11,978,843 9,610,866

純資産の部

株主資本

資本金 700,530 723,128

資本剰余金 706,538 729,136

利益剰余金 44,557,149 48,683,523

自己株式 △851,463 △698,277

株主資本合計 45,112,755 49,437,510

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,612 17,011

退職給付に係る調整累計額 167,969 213,987

その他の包括利益累計額合計 174,581 230,998

非支配株主持分 94 185

純資産合計 45,287,432 49,668,694

負債純資産合計 57,266,276 59,279,560
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 57,492,726 54,337,041

売上原価 30,769,226 29,606,809

売上総利益 26,723,499 24,730,231

販売費及び一般管理費

給料及び賃金 2,356,451 2,551,005

賞与 1,756,125 1,704,589

役員退職慰労引当金繰入額 20,030 21,755

役員賞与引当金繰入額 267,671 258,251

貸倒引当金繰入額 △33,228 △85,865

製品保証引当金繰入額 80,435 －

品質保証引当金繰入額 467,943 －

減価償却費 854,379 917,321

退職給付費用 187,120 193,531

その他 8,523,804 9,495,947

販売費及び一般管理費合計 14,480,733 15,056,536

営業利益 12,242,766 9,673,694

営業外収益

受取利息 3,008 17,938

受取配当金 7,342 28,387

受取ロイヤリティー 23,440 31,721

受取解決金 － 25,092

債務免除益 － 18,900

保険収益 14,458 －

その他 36,726 66,571

営業外収益合計 84,976 188,611

営業外費用

支払利息 543 8

為替差損 12,839 22,057

支払手数料 21,260 －

自己株式処分費用 58,347 －

その他 2,956 8,423

営業外費用合計 95,946 30,489

経常利益 12,231,796 9,831,817

特別利益

固定資産売却益 6,419 4,300

投資有価証券売却益 1,551 －

特別利益合計 7,971 4,300

特別損失

固定資産売却損 8,169 －

固定資産除却損 39,770 4,051

減損損失 686,250 34,396

投資有価証券評価損 52,772 28,288

関係会社株式評価損 － 766,137

その他 6,270 －

特別損失合計 793,234 832,874

税金等調整前当期純利益 11,446,533 9,003,242

法人税、住民税及び事業税 3,808,772 2,971,523

法人税等調整額 △89,711 277,086

法人税等合計 3,719,061 3,248,610

当期純利益 7,727,472 5,754,632

非支配株主に帰属する当期純利益 44 75

親会社株主に帰属する当期純利益 7,727,428 5,754,556
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 7,727,472 5,754,632

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △15,516 10,396

退職給付に係る調整額 27,795 46,017

その他の包括利益合計 12,278 56,414

包括利益 7,739,751 5,811,046

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,739,724 5,810,973

非支配株主に係る包括利益 26 73
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 674,000 680,008 39,206,726 △2,713 40,558,021

当期変動額

剰余金の配当 △2,070,104 △2,070,104

新株の発行 26,530 26,530 53,061

親会社株主に帰属する当

期純利益
7,727,428 7,727,428

自己株式の取得 △3,100,552 △3,100,552

自己株式の処分 △306,901 2,251,803 1,944,901

自己株式処分差損の振替 306,901 △306,901 －

連結子会社の増加による

非支配株主持分の増減
－

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 26,530 26,530 5,350,422 △848,749 4,554,734

当期末残高 700,530 706,538 44,557,149 △851,463 45,112,755

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 22,111 140,174 162,285 － 40,720,307

当期変動額

剰余金の配当 △2,070,104

新株の発行 53,061

親会社株主に帰属する当

期純利益
7,727,428

自己株式の取得 △3,100,552

自己株式の処分 1,944,901

自己株式処分差損の振替 －

連結子会社の増加による

非支配株主持分の増減
67 67

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△15,499 27,795 12,296 26 12,322

当期変動額合計 △15,499 27,795 12,296 94 4,567,125

当期末残高 6,612 167,969 174,581 94 45,287,432
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 700,530 706,538 44,557,149 △851,463 45,112,755

当期変動額

剰余金の配当 △1,628,183 △1,628,183

新株の発行 22,597 22,597 45,194

親会社株主に帰属する当

期純利益
5,754,556 5,754,556

自己株式の取得 －

自己株式の処分 153,185 153,185

自己株式処分差損の振替 －

連結子会社の増加による

非支配株主持分の増減
－

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 22,597 22,597 4,126,373 153,185 4,324,754

当期末残高 723,128 729,136 48,683,523 △698,277 49,437,510

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 6,612 167,969 174,581 94 45,287,432

当期変動額

剰余金の配当 △1,628,183

新株の発行 45,194

親会社株主に帰属する当

期純利益
5,754,556

自己株式の取得 －

自己株式の処分 153,185

自己株式処分差損の振替 －

連結子会社の増加による

非支配株主持分の増減
－

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
10,399 46,017 56,416 90 56,507

当期変動額合計 10,399 46,017 56,416 90 4,381,261

当期末残高 17,011 213,987 230,998 185 49,668,694
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 11,446,533 9,003,242

減価償却費 1,561,108 1,676,921

減損損失 686,250 34,396

のれん償却額 182,783 160,105

株式報酬費用 43,786 199,247

貸倒引当金の増減額（△は減少） △51,898 △87,470

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △93,671

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,839 22,442

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） 152,956 3,095

受取利息及び受取配当金 △10,350 △46,326

支払利息 543 8

固定資産除却損 39,770 4,051

固定資産売却損益（△は益） 1,751 △4,300

投資有価証券売却損益（△は益） △1,551 －

会員権評価損 1,200 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,954,298 △1,110,897

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,258,876 1,261,051

仕入債務の増減額（△は減少） △5,889,795 △433,023

関係会社株式評価損 － 766,137

その他の資産の増減額（△は増加） △38,623 △509,405

その他の負債の増減額（△は減少） 100,449 △1,038,813

その他 121,150 37,308

小計 12,574,079 9,844,101

利息及び配当金の受取額 10,277 46,102

利息の支払額 △543 △8

法人税等の支払額 △4,888,455 △3,943,777

法人税等の還付額 10 17

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,695,368 5,946,435

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △997,811

有形固定資産の取得による支出 △3,865,194 △727,867

有形固定資産の売却による収入 7,681 7,546

無形固定資産の取得による支出 △1,752,776 △1,666,999

投資有価証券の取得による支出 △5,114 △1,404

投資有価証券の売却による収入 3,836 －

関係会社株式の取得による支出 △766,137 －

敷金及び保証金の回収による収入 4,329 22,669

敷金及び保証金の差入による支出 △66,794 △39,648

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,266,576 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

45,642 －

吸収分割による支出 － △34,005

その他 △213,017 727,605

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,874,121 △2,709,915
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △10,000 △5,000

自己株式の取得による支出 △3,100,552 －

自己株式の処分による収入 1,944,901 －

配当金の支払額 △2,068,852 △1,628,072

その他 △60,790 28,024

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,295,294 △1,605,048

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,474,046 1,631,471

現金及び現金同等物の期首残高 20,434,496 16,960,449

現金及び現金同等物の期末残高 16,960,449 18,591,921
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 10社

会社名 元気株式会社

ＤＡＸＥＬ株式会社

ダイコク電機コミュニケーションＰＬＵＳ株式会社

アロフト株式会社

株式会社グローバルワイズ

株式会社ライリィ

株式会社ＬＩＬＩＵＭ

西本産業株式会社

株式会社ログオンシステム

株式会社箱根ガラスの森リゾート

当社の連結子会社であった株式会社Ｓｔａｄｄは、株式会社ログオンシステムを存続会社とする吸収合併によ

り消滅したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社の数及び名称

1社

株式会社七葉

持分法を適用しない理由

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

１ 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
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２ 棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品・製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

１ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

工具、器具及び備品 ２～20年

２ 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間（３年）、自社利用分については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

１ 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

２ 従業員株式給付引当金

「株式交付規程」に基づく従業員等への株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務

の見込額に基づき計上しております。

３ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度末に見合う分を計上し

ております。

４ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

５ 製品保証引当金

製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上しております。

６ 品質保証引当金

製品販売後に発生する品質保証費用の支出に充てるために、当該費用の見積額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

１ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

２ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 情報システム事業

情報システム事業は、主にパチンコホール向けコンピュータシステム、景品顧客管理システム、情報公開シス

テムの開発・製造・販売をしております。

これらのうち、製品設置を伴うものについては、主に顧客が当該サービスに対する支配を獲得する検収時点に

おいて履行義務が充足されると判断しており、検収時点で収益を認識しております。

製品設置を伴わないものについては、出荷時から商品の支配が顧客に移転される検収時までの期間は通常の期

間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるものと判断し、物品の出荷時点で収益を認識

しております。

② アミューズメント事業

アミューズメント事業は、主に、パチンコ遊技機用表示ユニット、制御ユニットの開発・製造・販売、パチス

ロ遊技機の企画・開発・製造・販売並びに遊技機に使用する部品の販売をしております。

これらのうち、物品販売は、主として商品の販売において、出荷時から商品の支配が顧客に移転される検収時

までの期間は通常の期間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるものと判断し、物品の

出荷時点で収益を認識しております。

開発案件は、顧客に対する支配が継続的に移行するため、履行義務の充足に伴って収益を認識しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

１ ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を

充たしている場合には振当処理、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採

用しております。

２ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段： 為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象： 製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引、借入金

３ ヘッジ方針

外貨建取引においては、主に当社の内規である「為替リスクヘッジ運用規程」に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。金利スワップにおいては、金利の変動によるリスクをヘッジしております。なお、投機

目的でのヘッジは行っておりません。

４ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており

ます。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年から10年間の定額法により償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金 (現金及び現金同等物) は、手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。

(表示方法の変更)

2025年６月に開催した定時株主総会において定款を変更し、不動産賃貸事業を主要な事業の一つとして位置づけ、

不動産賃貸収入が安定的な収益源であるとの認識及び担当部門においてその収益性を適切に管理することとなったこ

となどから、事業の実態をより適切に表示するために表示方法の変更を行っております。

従来、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「投資不動産」に表示していた

832,746千円は、「有形固定資産」の「建物及び構築物」327,466千円、「土地」492,987千円及び「その他」12,292

千円に組替えております。
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また、不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用については、「営業外収益」及び「営業外費用」に計上しておりました

が、当連結会計年度の期首より、「売上高」及び「売上原価」に計上する方法に変更しております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「不動産賃貸料」に表示していた77,016

千円は「売上高」に組替えるとともに、「営業外費用」の「不動産賃貸費用」に表示していた46,604千円は「売上原

価」に組替えております。

さらに、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた△34,568千円は「有形固定資産の取得による支出」として組替え、「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他の営業外損益（△は益）」に表示していた△28,666千円及び「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に表示していた28,666千円は、「税金等調整前当期純利益」11,446,533千円として組み替

えております。

(追加情報)

(従業員向け株式交付信託について)

当社は、2025年２月13日開催の取締役会決議において、当社従業員及び当社子会社の一部の従業員（以下総称し

て、「従業員」といいます。）を対象とする従業員向け株式インセンティブ・プラン（以下「本制度」といい、本

制度導入のために設定される信託を「本ＲＳ信託」といいます。）を導入しております。

(1) 取引の概要

本制度は従業員に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属意識を醸成し、経営参画意識を持た

せ、当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、従業員エンゲージメントの向上及び当社の中長期的な企業

価値向上を図ることを導入の目的としております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として本ＲＳ信託を設定し、本ＲＳ信託が当社普通株式（以下「当社株

式」といいます。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して付与されるポイントに基づき、

本ＲＳ信託を通じて当社株式を交付するインセンティブ・プランです。当該ポイントは、当社取締役会が定める株

式交付規程に従って、従業員の役職等に応じて付与されるものであり、各従業員に交付される当社株式の数は、付

与されるポイント数により定まります。また、交付される当社株式については、当社と各従業員との間で譲渡制限

契約を締結することにより退職までの譲渡制限を付すものといたします。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末は848,584千円、313,600株

で、当連結会計年度末は695,398千円、257,074株であります。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業内容別のセグメントから構成されており、「情報システム事業」及び「アミューズメント事業」

の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「情報システム事業」は、主にパチンコホール向けコンピュータシステム、景品顧客管理システム、情報公開

システムの開発・製造・販売をしております。

「アミューズメント事業」は、パチンコ遊技機用表示ユニット、制御ユニットの開発・製造・販売、パチスロ

遊技機の企画・開発・製造・販売並びに遊技機に使用する部品の販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

３ 報告セグメントの変更等に関する事項

（表示方法の変更）に記載のとおり、不動産賃貸事業について、従来、「営業外収益」の「不動産賃貸料」及び

「営業外費用」の「不動産賃貸費用」に計上しておりましたが、当連結会計年度より「売上高」及び「売上原価」

に計上する方法に変更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度のセグメント情報の

組替えを行っております。

その結果、「その他」では、売上高が77,016千円、セグメント利益が30,412千円増加しております。

また「その他」のセグメント資産が832,746千円、減価償却費が16,114千円、有形固定資産及び無形固定資産の増

加額が35,687千円それぞれ増加し、セグメント資産の調整額が832,746千円減少しております。

４ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（単位：千円）

報告セグメント その他

合計
調整額 連結財務諸表

計上額情報システム

事業

アミューズメン

ト事業
計 （注１） (注２)

売 上 高

外部顧客への売上高 52,126,762 4,401,060 56,527,822 964,903 57,492,726 － 57,492,726

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 50,871 50,871 1,676 52,548 △52,548 －

計 52,126,762 4,451,931 56,578,694 966,580 57,545,274 △52,548 57,492,726

セグメント利益又は損失(△) 14,406,275 356,222 14,762,497 △148,415 14,614,082 △2,371,316 12,242,766

セグメント資産 26,006,833 4,291,230 30,298,064 5,968,116 36,266,180 21,000,095 57,266,276

その他の項目

減価償却費 1,286,548 84,615 1,371,164 56,869 1,428,033 132,905 1,560,939

のれんの償却額 83,303 10,778 94,082 88,701 182,783 － 182,783

減損損失 599,194 87,056 686,250 － 686,250 － 686,250

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,156,356 440,374 2,596,731 3,188,749 5,785,480 91,077 5,876,557

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ 調整額は、以下のとおりであります。
(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,371,316千円には、セグメント間取引消去5,296千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△2,376,613千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ
ントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額21,000,095千円には、セグメント間取引消去1,109千円、各報告セグメントに配分
していない全社資産20,998,986千円が含まれております。全社資産は、主に連結財務諸表提出会社の資金
（現金預金）等及び管理部門に係る資産等であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額91,077千円は、主に本社等への設備投資額であります。
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当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（単位：千円）

報告セグメント その他

合計
調整額 連結財務諸表

計上額情報システム

事業

アミューズメン

ト事業
計 （注１） (注２)

売 上 高

外部顧客への売上高 45,765,398 6,374,266 52,139,665 2,197,376 54,337,041 － 54,337,041

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,423 45,030 48,453 10,897 59,351 △59,351 －

計 45,768,821 6,419,297 52,188,119 2,208,273 54,396,392 △59,351 54,337,041

セグメント利益 11,203,560 1,118,010 12,321,570 13,462 12,335,032 △2,661,338 9,673,694

セグメント資産 25,410,380 3,932,194 29,342,575 6,857,735 36,200,310 23,079,249 59,279,560

その他の項目

減価償却費 1,218,235 190,819 1,409,055 122,909 1,531,964 144,863 1,676,827

のれんの償却額 5,987 5,594 11,582 148,523 160,105 － 160,105

減損損失 － 18,781 18,781 15,615 34,396 － 34,396

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,788,814 265,792 2,054,606 506,027 2,560,633 142,169 2,702,803

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△2,661,338千円には、セグメント間取引消去△1,789千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,659,548千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額23,079,249千円には、セグメント間取引消去△1,955千円、各報告セグメントに配

分していない全社資産23,077,293千円が含まれております。全社資産は、主に連結財務諸表提出会社の資

金（現金預金）等及び管理部門に係る資産等であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額142,169千円は、主に本社等への設備投資額であります。

【関連情報】

Ⅰ 前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

Ⅱ 当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

「情報システム事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては、599,194千円であります。

「アミューズメント事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を計上しております。また、保有している事

業用資産について、今後のキャッシュ・フローの回収可能性を鑑みて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。

なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては、87,056千円であります。

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

「その他」セグメントにおいて、のれんの減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては、15,615千円であります。

「アミューズメント事業」セグメントにおいて、連結子会社の保有している事業用資産について、今後のキャッ

シュ・フローの回収可能性を鑑みて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては、18,781千円であります。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他 全社・消去 合計情報システム

事業
アミューズ
メント事業

計

当期償却額 83,303 10,778 94,082 88,701 － 182,783

当期末残高 46,406 16,784 63,190 1,009,066 － 1,072,257

(注) 情報システム事業において599,194千円、アミューズメント事業において15,552千円ののれんの減損損失を計

上しております。

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他 全社・消去 合計情報システム

事業
アミューズ
メント事業

計

当期償却額 5,987 5,594 11,582 148,523 － 160,105

当期末残高 40,418 11,189 51,608 862,385 － 913,994

(注) その他において15,615千円ののれんの減損損失を計上しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 3,127.07円 3,411.34円

１株当たり当期純利益金額 526.84円 395.60円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２ 当社は、前連結会計年度より「従業員向け株式交付信託（ＲＳ信託）」を導入しており、「従業員向け株式

交付信託（ＲＳ信託）」が保有する当社株式については、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の

算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前連結会計年度では313,600株であ

り、当連結会計年度では257,074株であります。また、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己

株式の期中平均株式数は、前連結会計年度では25,463株であり、当連結会計年度では263,888株でありま

す。

また、前連結会計年度では「株式需給緩衝信託®」において取得した当社株式についても期中平均株式の計

算において控除する自己株式に含めており、控除した当該自己株式の期中平均株式数は98,733株でありま

す。

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 7,727,428 5,754,556

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

7,727,428 5,754,556

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,667 14,546

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 45,287,432 49,668,694

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 45,287,337 49,668,508

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

14,482 14,559

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


